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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　尿素アダクト値が４質量％以下であり、４０℃における動粘度が５ｍｍ２／ｓ以上２５
ｍｍ２／ｓ以下であり、１００℃における動粘度が１ｍｍ２／ｓ以上６．５ｍｍ２／ｓ以
下であり、粘度指数が１００以上であり、飽和分の含有量が９０質量％以上であり、飽和
分に占めるナフテン分の割合が飽和分全量を基準として５０質量％以下であり、アニリン
点が８０℃以上である潤滑油基油と、
　金属系清浄剤、無灰分散剤、酸化防止剤、極圧剤、摩耗防止剤、摩擦調整剤、粘度指数
向上剤、流動点降下剤、腐食防止剤、防錆剤、抗乳化剤、金属不活性化剤、および消泡剤
から選ばれる１種以上の添加剤を、自動車用変速機油組成物全量基準で０．０１質量％以
上２０質量％以下とを含有し、
　４０℃における動粘度が５ｍｍ２／ｓ以上３０ｍｍ２／ｓ以下であり、
　１００℃における動粘度が１．５ｍｍ２／ｓ以上７．０ｍｍ２／ｓ以下であり、
　熱伝達係数が７２０Ｗ／ｍ２・℃以上１０００Ｗ／ｍ２・℃以下である、自動車用変速
機油組成物。

なお、前記熱伝達係数は、
該熱伝達係数を測定する試料油の入った容器と、
該記容器内の前記試料油を加熱するヒーターと、
前記容器内の前記試料油を撹拌する撹拌子と、
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前記容器内で前記試料油と接触するように配設され、両端部が前記容器の外に配置されて
おり、内部を冷却水が流通する冷却管と、
前記容器内の前記試料油の温度、前記冷却水の前記容器に流入する前の温度、及び前記冷
却水の前記容器から流出した後の温度を測定可能に配設された熱電対と
を有する熱量測定装置を用いて、
前記ヒーターの発する熱量を２５０Ｗ、前記冷却水の流量を１０００ｍＬ／分、および前
記撹拌子の撹拌速度を３００ｒｐｍでそれぞれ一定に保つことにより前記容器内の前記試
料油の温度を平衡に到達させ、
該平衡時の、前記容器内の前記試料油の温度Ｔｈ（℃）、前記冷却水の温度Ｔｃ（℃）、
前記容器内の試料油から前記冷却水へ移動する熱量ｑ（Ｗ）、および熱交換面積Ａ（ｍ２

）に基づいて、下記式（１）：
ｈ＝ｑ／Ａ（Ｔｈ－Ｔｃ）　　　（１）
によって算出する方法によって求められる値ｈ（Ｗ／ｍ２・℃）であり、
　前記式（１）中、Ａの値は、
溶剤精製鉱油であって、４０℃における動粘度２２．７７ｍｍ２／ｓ、１００℃における
動粘度４．４１３ｍｍ２／ｓ、粘度指数１０３、１５℃における密度０．８６３７ｇ／ｃ
ｍ３、流動点－１５℃、アニリン点９８．５℃、ヨウ素価３．８２、飽和分７４．９質量
％、芳香族分２４．９質量％、飽和分基準のパラフィン分２５．７質量％、飽和分基準の
ナフテン分７４．３質量％であり、尿素アダクト値が６．７質量％である基油を９７質量
％と、
比較例１に記載の変速機油用添加剤パッケージを３質量％と
からなる参照油に対する前記熱伝達係数ｈの前記方法による測定値が６２０Ｗ／ｍ２・℃
となる値である。
【請求項２】
　前記潤滑油基油のヨウ素価が１以下である、請求項１に記載の自動車用変速機油組成物
。
【請求項３】
前記潤滑油基油の１５℃における密度が、下記式（１）で表されるρの値以下である、請
求項１又は２に記載の自動車用変速機油組成物。
ρ＝０．００２５×ｋｖ１００＋０．８１６　　（１）
［式（１）中、ｋｖ１００は前記潤滑油基油の１００℃におけるｍｍ２／ｓ単位での動粘
度を表す。］
【請求項４】
ハイブリッド車用変速機に用いられる、請求項１～３のいずれかに記載の自動車用変速機
油組成物。
【請求項５】
電気自動車またはハイブリッド車における、変速機用および電動モーター用の兼用油であ
る、請求項１～４のいずれかに記載の自動車用変速機油組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は自動車用変速機油組成物に関し、詳しくは、潤滑性に優れると共に、絶縁性お
よび冷却性にも優れる、電気自動車またはハイブリッド車等の電動モーター装着車に好適
に用いられる自動車用変速機油組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年の省燃費性能向上のため、自動車用変速機には動力伝達効率の向上や小型軽量化が
求められている。変速機構としては、手動変速機、または、自動変速機が搭載され、また
、最近では、無段変速機が一部の車両に搭載されるに至っている。
【０００３】
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　また、鉛畜電池、ニッケル水素電池、リチウムイオン電池、燃料電池等、および、電動
モーターを搭載した電気自動車、あるいは、これらと内燃機関とを併用したハイブリッド
自動車が開発されている。これらの自動車においては、変速機油と電動モーター油とが別
々に使用されている。
【０００４】
　最近、電気自動車またはハイブリッド自動車においては、変速機と電動モーターとをパ
ッケージ化することにより小型軽量化することが求められている。この場合、変速機油お
よび電動モーター油を共通化する必要があり、変速油に要求される潤滑性能に加え、電動
モーター油に要求される絶縁性および冷却性を併せもつ新規な油が要望されている。
【０００５】
　変速機油には、熱・酸化安定性、清浄分散性、摩耗防止性、焼付き防止性等が要求され
る。これらの要求を満たすため、変速機油としては一般に、鉱油系あるいは合成系基油に
各種添加剤（例えば、酸化防止剤、清浄分散剤、摩耗防止剤、防錆剤、金属不活性化剤、
摩擦調整剤、消抱剤、着色剤、シール膨張剤、および、粘度指数向上剤等）を添加したも
のが用いられている。通常の変速機油は、体積抵抗率が低く絶縁性が不十分なため、電動
モーター油として使用した場合、電動モーターがショートする等の不具合が生じる虞があ
る。また、動粘度が高いため、冷却性不良や動力ロスといった不具合が生じる虞がある。
【０００６】
　一方、電動モーター油は、絶縁性、冷却性等が要求されるが、潤滑性は必要とされない
ため、添加剤をほとんど含有していない。このため、電動モーター油を変速機に用いると
、ベアリング、歯車等が著しく摩耗するという問題がある。なお、電動モーターの小型化
・高回転化の進展により、電動モーター油は優れた冷却性を有することが要求されている
。
【０００７】
　特許文献１には、絶縁性、冷却性、および、潤滑性に優れることを目的として、鉱油、
合成油、及びこれらの混合物からなる群より選択される基油と、組成物全量基準で０．１
～１５．０質量％の、（Ａ）炭化水素基含有ジチオリン酸亜鉛、（Ｂ）トリアリールホス
フェート、（Ｃ）トリアリールチオホスフェートおよびこれらの混合物からなる群より選
択されるリン化合物とを含有し、かつ、８０℃における体積抵抗率が１×１０７Ω・ｍ以
上である自動車用変速機油組成物が開示されている。
【特許文献１】国際公開ＷＯ２００２－０９７０１７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、特許文献１の自動車用変速機油組成物は、電気モーターの冷却性が不十分であ
るばかりでなく、低温始動性に関する検討がなされていないという問題があった。
【０００９】
　そこで、本発明は、電動自動車またはハイブリッド車等に搭載される変速機や電動モー
ター用油組成物、変速機用および電動モーター用兼用油組成物、あるいは、変速機と電動
モーターがパッケージ化され、これらの潤滑システムが共有化された装置用油組成物とし
て有用であり、潤滑性、絶縁性に優れると共に、低温始動性および冷却性に優れた自動車
用変速機油組成物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　第１の本発明は、尿素アダクト値が４質量％以下であり、４０℃における動粘度が２５
ｍｍ２／ｓ以下であり、粘度指数が１００以上である潤滑油基油を含有し、熱伝達係数が
７２０Ｗ／ｍ２・℃以上である自動車用変速機油組成物である。
【００１１】
　第１の本発明において、潤滑油基油のヨウ素価は１以下であることが好ましい。
【００１２】
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　第１の本発明の自動車用変速機油組成物は、ハイブリッド車用変速機油として好適に用
いられる。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の自動車用変速機油組成物は、所定の潤滑油基油を用いることにより、潤滑性、
絶縁性に優れると共に、低温始動性および冷却性に優れ、電動自動車またはハイブリッド
車等に搭載される変速機や電動モーター用油組成物、変速機用および電動モーター用兼用
油組成物、あるいは、変速機と電動モーターがパッケージ化され、これらの潤滑システム
が共有化された装置用油組成物として有用である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　＜自動車用変速機油組成物＞
　本発明の自動車用変速機油組成物（以下、単に潤滑油組成物という場合がある。）は、
尿素アダクト値が４質量％以下であり、４０℃における動粘度が２５ｍｍ２／ｓ以下であ
り、粘度指数が１００以上である潤滑油基油を備えて構成される。
【００１５】
　（潤滑油基油）
　潤滑油基油は、上記の性能を満たすものであれば、通常の潤滑油に使用される鉱油系基
油および／または合成系基油を使用することができる。例えば、二種以上の鉱油系基油を
混合して使用しても良いし、二種以上の合成系基油を混合して使用しても良いし、鉱油系
基油と合成系基油とを混合して使用してもよい。
【００１６】
　鉱油系基油としては、例えば、原油を常圧蒸留して得られる常圧残油を減圧蒸留して得
られた潤滑油留分を、溶剤脱れき、溶剤抽出、水素化分解、溶剤脱ろう、水素化精製等の
処理を１つ以上行って精製したもの、あるいは、ワックス異性化鉱油、フィッシャートロ
プシュプロセス等により製造されるＧＴＬ　ＷＡＸ（ガストゥリキッドワックス）を異性
化する手法で製造される潤滑油基油等が、挙げられる。中でも、特にノルマルパラフィン
を含有する原料油を、尿素アダクト値が４質量％以下、４０℃における動粘度が２５ｍｍ
２／ｓ以下、粘度指数が１００以上となるように、水素化分解／水素化異性化することに
より得られる鉱油系基油が好ましい。
【００１７】
　合成系基油としては、具体的には、ポリブテンまたはその水素化物；１－オクテンオリ
ゴマー、１－デセンオリゴマー等のポリ－α－オレフィンまたはその水素化物；ジトリデ
シルグルタレート、ジ－２－エチルヘキシルアジペート、ジイソデシルアジペート、ジト
リデシルアジペート、ジ－２－エチルヘキシルセバケート等のジエステル；トリメチロー
ルプロパンカプリレート、トリメチロールプロパンペラルゴネート、ペンタエリスリトー
ル－２－エチルヘキサノエート、ペンタエリスリトールペラルゴネート等のポリオールエ
ステル；マレイン酸ジブチル等のジカルボン酸類と炭素数２～３０のα－オレフィンとの
共重合体；アルキルナフタレン、アルキルベンゼン、芳香族エステル等の芳香族系合成油
またはこれらの混合物等が挙げられる。中でも、ポリブテンまたはその水素化物；１－オ
クテンオリゴマー、１－デセンオリゴマー等のポリ－α－オレフィンまたはその水素化物
が好ましく用いられる。
【００１８】
　ノルマルパラフィンを含有する原料油を、尿素アダクト値が４質量％以下、４０℃にお
ける動粘度が２５ｍｍ２／ｓ以下、粘度指数が１００以上となるように、水素化分解／水
素化異性化することにより得られる鉱油系基油、または、上記した合成系基油、あるいは
これらの混合物は、粘度－温度特性、低温粘度特性および熱伝導性の要求を高水準で両立
させることが可能である。
【００１９】
　（尿素アダクト値）
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　潤滑油基油の尿素アダクト値は以下の方法により測定される。秤量した試料油（潤滑油
基油）１００ｇを丸底フラスコに入れ、尿素２００ｍｇ、トルエン３６０ｍｌおよびメタ
ノール４０ｍｌを加えて室温で６時間撹拌する。これにより、反応液中に尿素アダクト物
として白色の粒状結晶が生成する。反応液を１ミクロンフィルターでろ過することにより
、生成した白色粒状結晶を採取し、得られた結晶をトルエン５０ｍｌで６回洗浄する。回
収した白色結晶をフラスコに入れ、純水３００ｍｌおよびトルエン３００ｍｌを加えて８
０℃で１時間撹拌する。分液ロートで水相を分離除去し、トルエン相を純水３００ｍｌで
３回洗浄する。トルエン相に乾燥剤（硫酸ナトリウム）を加えて脱水処理を行った後、ト
ルエンを留去する。このようにして得られた尿素アダクト物の試料油に対する割合（質量
百分率）を尿素アダクト値と定義した。
【００２０】
　尿素アダクト値の測定においては、尿素アダクト物として、イソパラフィンのうち低温
粘度特性に悪影響を及ぼす成分または熱伝導性を悪化させる成分、さらには潤滑油基油中
にノルマルパラフィンが残存している場合の当該ノルマルパラフィンが、精度よくかつ確
実に捕集される。このため、尿素アダクト値は、潤滑油基油の低温粘度特性および熱伝導
性の評価指標として優れている。なお、本発明者らは、ＧＣおよびＮＭＲを用いた分析に
より、尿素アダクト物の主成分が、ノルマルパラフィンおよび主鎖の末端から分岐位置ま
での炭素数が６以上であるイソパラフィンの尿素アダクト物であることを確認した。
【００２１】
　潤滑油基油の尿素アダクト値は、粘度－温度特性を損なわずに低温粘度特性を改善し、
かつ高い熱伝導性を得る観点から、好ましくは３．５質量％以下、より好ましくは３質量
％以下、さらに好ましくは２．５質量％以下、特に好ましくは２．０質量％以下である。
また、潤滑油基油の尿素アダクト値は、０質量％でも良いが、十分な低温粘度特性と、よ
り粘度指数の高い潤滑油基油を得ることができ、また脱ろう条件を緩和して経済性にも優
れる点で、好ましくは０．１質量％以上、より好ましくは０．５質量％以上、さらに好ま
しくは０．８質量％以上、特に好ましくは１．０質量％以上である。
【００２２】
　（動粘度）
　本発明に用いられる潤滑油基油の４０℃における動粘度は、２５ｍｍ２／ｓ以下であり
、好ましくは２０ｍｍ２／ｓ以下、より好ましくは１８ｍｍ２／ｓ以下、さらに好ましく
は１４ｍｍ２／ｓ以下、特に好ましくは１２ｍｍ２／ｓ以下である。また、４０℃におけ
る動粘度は５ｍｍ２／ｓ以上であることが好ましく、６ｍｍ２／ｓ以上であることがより
好ましく、８ｍｍ２／ｓ以上であることがさらに好ましい。潤滑油基油の４０℃における
動粘度が高すぎると、低温粘度特性が悪化し、十分な冷却性能が得られない虞がある。逆
に、潤滑油基油の４０℃における動粘度が低すぎると、潤滑箇所での油膜形成が不十分と
なるため潤滑性に劣り、また潤滑油基油の蒸発損失が大きくなるおそれがある。
【００２３】
　（粘度指数）
　本発明に用いられる潤滑油基油の粘度指数は、低温から高温まで優れた粘度特性が得ら
れるよう、また低粘度であっても蒸発しにくいものとするために、１００以上であり、好
ましくは１２０以上、より好ましくは１２５以上、さらに好ましくは１３５以上、特に好
ましくは１４０以上である。粘度指数の上限については特に制限はなく、ノルマルパラフ
ィン、スラックワックスやＧＴＬワックス等、あるいはこれらを異性化したイソパラフィ
ン系鉱油のような粘度指数が１３５～１８０程度のものや、コンプレックスエステル系基
油やＨＶＩ－ＰＡＯ系基油のような粘度指数が１５０～２５０程度のものも使用すること
ができる。
【００２４】
　（ヨウ素価）
　本発明に用いられる潤滑油基油のヨウ素価は、好ましくは１以下であり、より好ましく
は０．５以下、さらに好ましくは０．３以下、特に好ましくは０．１５以下である。また
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、下限は特に限定されず、０．０１未満であってもよいが、それに見合うだけの効果が小
さい点および経済性との関係から、潤滑油基油のヨウ素価は、好ましくは０．００１以上
、より好ましくは０．０５以上である。潤滑油基油のヨウ素価を１以下とすることで、熱
・酸化安定性が飛躍的に向上し、さらに冷却性能や絶縁性能を向上させることができる。
なお、本発明でいうヨウ素価とは、ＪＩＳ　Ｋ　００７０「化学製品の酸価、ケン化価、
ヨウ素価、水酸基価および不ケン化価」の指示薬滴定法により測定したヨウ素価を意味す
る。
【００２５】
　（潤滑油基油の製造方法）
　本発明の潤滑油組成物に好適な潤滑油基油を製造するための原料としては、ノルマルパ
ラフィンを含有する原料油を用いることができる。原料油は、鉱物油または合成油のいず
れであってもよく、あるいはこれらの２種以上の混合物であってもよい。また、原料油中
のノルマルパラフィンの含有量は、原料油全量を基準（１００質量％）として、好ましく
は５０質量％以上、より好ましくは７０質量％以上、さらに好ましくは８０質量％以上、
よりさらに好ましくは９０質量％以上、特に好ましくは９５質量％以上、最も好ましくは
９７質量％以上である。
【００２６】
　ノルマルパラフィンを含有する原料油としては、例えば、溶剤抽出ラフィネート、部分
溶剤脱ロウ油、脱れき油、留出物、減圧ガスオイル、コーカーガスオイル、スラックワッ
クス、フーツ油、フィッシャー－トロプシュ・ワックス等が挙げられる。中でも、スラッ
クワックスおよびフィッシャー－トロプシュ・ワックスが好ましい。
【００２７】
　スラックワックスは、典型的には溶剤抽出またはプロパン脱れきにより得られる、ノル
マルパラフィンを含有する炭化水素原料である。スラックワックスは残留油を含有する場
合があるが、この残留油は脱油により除去できる。フーツ油は、この脱油されたスラック
ワックスに相当するものである。また、フィッシャー－トロプシュ・ワックスは、いわゆ
るフィッシャー－トロプシュ合成法により製造される。
【００２８】
　また、溶剤抽出に由来する原料油は、常圧蒸留からの高沸点石油留分を減圧蒸留装置に
送り、この装置からの蒸留留分を溶剤抽出することによって得られるものである。減圧蒸
留からの残渣は、脱れきされてもよい。溶剤抽出法においては、よりパラフィニックな成
分をラフィネート相に残したまま抽出相に芳香族成分を溶解させる。ナフテンは、抽出相
とラフィネート相とに分配される。溶剤抽出用の溶剤としては、フェノール、フルフラー
ルおよびＮ－メチルピロリドン等が好ましく使用される。溶剤／油比、抽出温度、抽出さ
れるべき留出物と溶剤との接触方法等を制御することによって、抽出相とラフィネート相
との分離の程度を制御することができる。さらに、より高い水素化分解能を有する燃料油
水素化分解装置を使用して、燃料油水素化分解装置から得られるボトム留分を、原料とし
て用いてもよい。
【００２９】
　上記した原料油に対して、得られる潤滑油基油の尿素アダクト値が４質量％以下、４０
℃における動粘度が２５ｍｍ２／ｓ以下、粘度指数が１００以上となるように、水素化分
解／水素化異性化を行うことによって、本発明の潤滑油基油が得られる。水素化分解／水
素化異性化工程は、得られる潤滑油基油が上記条件を満たすものであれば特に制限されな
いが、以下の水素化分解／水素化異性化工程を行うことが好ましい。
【００３０】
　好ましい水素化分解／水素化異性化工程は、ノルマルパラフィンを含有する原料油に対
して水素化処理触媒を用いて水素化処理する第１工程、該第１工程により得られる被処理
物に対して水素化脱ロウ触媒を用いて水素化脱ロウする第２工程、および、該第２工程に
より得られる被処理物に対して水素化精製触媒を用いて水素化精製する第３工程を備える
。なお、第３工程後に得られる被処理物対して、必要に応じて蒸留等を行い、所定の成分
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を分離除去してもよい。
【００３１】
　（潤滑油基油の具体的特性）
　上記の製造方法により得られる本発明の潤滑油基油は、上記した尿素アダクト値、４０
℃における動粘度および粘度指数を備えるものであれば、その他の性状は特に制限されな
いが、以下の条件を満たすものであることが好ましい。
【００３２】
　潤滑油基油における飽和分の含有量は、潤滑油基油全量を基準（１００質量％）として
、好ましくは９０質量％以上、より好ましくは９３質量％以上、さらに好ましくは９５質
量％以上、特に好ましくは９８質量％以上、最も好ましくは９９質量％以上である。また
、当該飽和分に占める環状飽和分（飽和分基準のナフテン分）の割合は、飽和分全量を基
準（１００質量％）として、その下限値は、好ましくは０．５質量％以上、より好ましく
は１質量％以上、さらに好ましくは２質量％以上、特に好ましくは５質量％以上である。
また、その上限値は、好ましくは５０質量％以下、より好ましくは３０質量％以下、さら
に好ましくは２０質量％以下、特に好ましくは１５質量％以下、最も好ましくは１０質量
％以下である。
【００３３】
　飽和分の含有量および当該飽和分に占める環状飽和分の割合がそれぞれ上記条件を満た
すことにより、優れた粘度－温度特性、熱・酸化安定性、低温粘度特性、冷却特性を達成
することができ、また、コストと性能のバランスに優れた組成物とすることができる。ま
た、当該潤滑油基油に添加剤が配合された場合には、当該添加剤を潤滑油基油中に十分に
安定的に溶解保持することができ、当該添加剤の機能をより高水準で発現させることがで
きる。さらに、潤滑油基油自体の摩擦特性が改善され、その結果、摩擦低減効果の向上、
ひいては省エネルギー性の向上が達成できる。
【００３４】
　潤滑油基油中の飽和分の含有量が少なすぎると、粘度－温度特性、熱・酸化安定性およ
び摩擦特性が不十分となる虞がある。また、飽和分に占める環状飽和分の割合が少なすぎ
ると、潤滑油基油に添加剤が配合された場合に、添加剤の溶解性が不十分となり、潤滑油
基油中に溶解保持される添加剤の有効量が低下するため、添加剤の機能が有効に得られな
い虞がある。逆に、飽和分に占める環状飽和分の割合が多すぎると、潤滑油基油に添加剤
が配合された場合に当該添加剤の効き目が低下する虞がある。また、低温粘度特性、冷却
特性が悪化するおそれがある。上記したように、潤滑油基油には、所定量の飽和分が含ま
れており該飽和分中には、所定量の環状飽和分（飽和分基準のナフテン分）と、非環状飽
和分（飽和分基準のパラフィン分）が含まれている。この非環状飽和分としては、ノルマ
ルパラフィンおよびイソパラフィンが挙げられる。
【００３５】
　本発明の潤滑油基油における、イソパラフィンの割合は、尿素アダクト値が上記条件を
満たせば特に制限されないが、潤滑油基油における飽和分全量を基準（１００質量%）と
して、好ましくは５０質量％以上９９質量％以下、より好ましくは７０質量％以上９７質
量％以下、さらに好ましくは８０質量％以上９５質量％以下である、特に好ましくは９０
質量％以上９３質量％以下である。このような割合でイソパラフィンを含む潤滑油基油を
用いることで、粘度－温度特性および熱・酸化安定性をより向上させることができ、低温
粘度特性、冷却特性を高いレベルで両立させることが可能となる。また、この潤滑油基油
に添加剤が配合された場合には、添加剤を十分に安定して溶解保持することができ、添加
剤の機能を好適に発現させることができる。
【００３６】
　なお、本発明でいう飽和分の含有量とは、ＡＳＴＭ　Ｄ　２００７－９３に準拠して測
定された値（単位：質量％）を意味する。また、本発明でいう飽和分に占める環状飽和分
および非環状飽和分の割合とは、それぞれＡＳＴＭ　Ｄ　２７８６－９１に準拠して測定
されたナフテン分（測定対象：１環～６環ナフテン、単位：質量％）およびパラフィン分
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（単位：質量％）を意味する。
【００３７】
　潤滑油基油における芳香族分の含有量は、特に制限はないが、潤滑油基油全量を基準（
１００質量％）として、好ましくは１０質量％以下であり、より好ましくは５質量％以下
であり、さらに好ましくは２質量％以下であり、特に好ましくは１質量％であり、最も好
ましくは０．５質量％以下である。また、芳香族分は０質量％でも良いが、添加剤の溶解
性の点から０．０５質量％以上であることが好ましく、０．１質量％以上であることがよ
り好ましく、０．１５質量％以上であることがさらに好ましい。基油の芳香族分が多すぎ
る場合は、酸化安定性が劣る。
【００３８】
　上記芳香族分とは、ＡＳＴＭ  Ｄ２５４９に準拠して測定した芳香族留分（ａｒｏｍａ
ｔｉｃ　ｆｒａｃｔｉｏｎ）含有量を意味する。通常この芳香族留分には、アルキルベン
ゼン、アルキルナフタレンの他、アントラセン、フェナントレン、これらのアルキル化物
、ベンゼン環が四環以上縮合した化合物、およびピリジン類、キノリン類、フェノール類
、ナフトール類等のヘテロ芳香族を有する化合物等が含まれる。
【００３９】
　また、潤滑油基油における硫黄分は、特に制限はないが、潤滑油基油全量を基準（１０
０質量％）として、０．１質量％以下であることが好ましく、より好ましくは０．０１質
量％以下、さらに好ましくは０．００１質量％以下、特に好ましくは０．０００５質量％
以下である。
【００４０】
　本発明に用いられる潤滑油基油の１００℃における動粘度は、特に制限はないが、好ま
しくは６．５ｍｍ２／ｓ以下、より好ましくは４．５ｍｍ２／ｓ以下、さらに好ましくは
４．０ｍｍ２／ｓ以下、特に好ましくは３．０ｍｍ２／ｓ以下、最もこのましくは２．９
ｍｍ２／ｓ以下である。また、本発明に用いられる潤滑油基油の１００℃における動粘度
は１ｍｍ２／ｓ以上であることが好ましく、２ｍｍ２／ｓ以上であることがより好ましく
、２．５ｍｍ２／ｓ以上であることがさらに好ましい。潤滑油基油の１００℃における動
粘度が高すぎると、低温粘度特性が悪化し、十分な冷却性能が得られない虞がある。逆に
、潤滑油基油の１００℃における動粘度が低すぎると、潤滑箇所での油膜形成が不十分と
なるため潤滑性に劣り、また潤滑油基油の蒸発損失が大きくなるおそれがある。
【００４１】
　本発明に用いられる潤滑油基油のアニリン点は、特に制限はないが、好ましくは１５０
℃以下、より好ましくは１３０℃以下、さらに好ましくは１２０℃以下、特に好ましくは
１１５℃以下である。また、本発明に用いられる潤滑油基油のアニリン点は８０℃以上で
あることが好ましく、１００℃以上であることがより好ましく、１１０℃以上であること
がさらに好ましい。潤滑油基油のアニリン点が高すぎると、添加剤の溶解性が低下し、ま
た、ゴム剤への膨潤性が低下するため、油漏れの原因となる。アニリン点が低すぎると、
粘度温度特性が悪化すると共に十分な冷却性能が得られない虞がある。
【００４２】
　また、潤滑油基油の流動点は、潤滑油基油の粘度グレードにもよるが、好ましくは－１
５℃以下、より好ましくは－２０℃以下、さらに好ましくは－２５℃以下、特に好ましく
は－３０℃以下である。流動点が高すぎると、その潤滑油基油を用いた潤滑油組成物の低
温流動性が低下する虞がある。なお、本発明でいう流動点とは、ＪＩＳ　Ｋ　２２６９－
１９８７に準拠して測定された流動点を意味する。
【００４３】
　また、潤滑油基油の１５℃における密度（ρ１５）は、潤滑油基油の粘度グレードによ
るが、下記式（１）で表されるρの値以下であること、すなわちρ１５≦ρであることが
好ましい。
ρ＝０．００２５×ｋｖ１００＋０．８１６　　（１）
［式中、ｋｖ１００は潤滑油基油の１００℃における動粘度（ｍｍ２／ｓ）を示す。］
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【００４４】
　なお、ρ１５＞ρとなる場合、冷却性能、粘度－温度特性および熱・酸化安定性、さら
には揮発防止性および低温粘度特性・低温流動性が低下する傾向にある。また、潤滑油基
油に添加剤が配合された場合に当該添加剤の効き目が低下する虞がある。
【００４５】
　具体的には、潤滑油基油の１５℃における密度（ρ１５）は、好ましくは０．８４０以
下、より好ましくは０．８３０以下、さらに好ましくは０．８２５以下、特に好ましくは
０．８１５以下である。
【００４６】
　なお、本発明でいう１５℃における密度とは、ＪＩＳ　Ｋ　２２４９－１９９５に準拠
して１５℃において測定された密度を意味する。
【００４７】
　（添加剤）
　また、本発明の潤滑油組成物は、熱伝導性を損なわない限りにおいて、必要に応じて各
種添加剤を含有することができる。かかる添加剤としては、特に制限されず、潤滑油の分
野で従来使用される任意の添加剤を配合することができる。具体的な添加剤としては、金
属系清浄剤、無灰分散剤、酸化防止剤、極圧剤、摩耗防止剤、摩擦調整剤、粘度指数向上
剤、流動点降下剤、腐食防止剤、防錆剤、抗乳化剤、金属不活性化剤、消泡剤等が挙げら
れる。これらの添加剤は、１種を単独で用いてもよく、また、２種以上を組み合わせて用
いてもよい。
【００４８】
　金属系清浄剤としては、スルホネート系清浄剤、サリチレート系清浄剤およびフェネー
ト系清浄剤から選ばれる１種以上を配合することができる。これら金属系清浄剤としては
、アルカリ金属またはアルカリ土類金属との正塩、塩基正塩、過塩基性塩のいずれをも配
合することができる。
【００４９】
　無灰分散剤としては、潤滑油に用いられる任意の無灰分散剤が使用でき、例えば、炭素
数４０～４００の直鎖若しくは分枝状のアルキル基またはアルケニル基を分子中に少なく
とも１個有するモノまたはビスコハク酸イミド、炭素数４０～４００のアルキル基または
アルケニル基を分子中に少なくとも１個有するベンジルアミン、あるいは炭素数４０～４
００のアルキル基またはアルケニル基を分子中に少なくとも１個有するポリアミン、ある
いはこれらのホウ素化合物、カルボン酸、リン酸等による変成品等が挙げられる。使用に
際してはこれらの中から任意に選ばれる１種類あるいは２種類以上を配合することができ
る。
【００５０】
　酸化防止剤としては、フェノール系、アミン系等の無灰酸化防止剤、銅系、モリブデン
系等の金属系酸化防止剤が挙げられる。
【００５１】
　摩擦調整剤としては、脂肪酸エステル系、脂肪族アミン系、脂肪酸アミド系等の無灰摩
擦調整剤、モリブデンジチオカーバメート、モリブデンジチオホスフェート等の金属系摩
擦調整剤等が挙げられる。
【００５２】
　極圧剤、摩耗防止剤としては、潤滑油に用いられる任意の極圧剤、摩耗防止剤が使用で
きる。例えば、硫黄系、リン系、硫黄－リン系の極圧剤等が使用でき、具体的には、亜リ
ン酸エステル類、チオ亜リン酸エステル類、ジチオ亜リン酸エステル類、トリチオ亜リン
酸エステル類、リン酸エステル類、チオリン酸エステル類、ジチオリン酸エステル類、ト
リチオリン酸エステル類、これらのアミン塩、これらの金属塩、これらの誘導体、ジチオ
カーバメート、亜鉛ジチオカーバメート、モリブデンジチオカーバメート、ジサルファイ
ド類、ポリサルファイド類、硫化オレフィン類、硫化油脂類等が挙げられる。
【００５３】



(10) JP 5847892 B2 2016.1.27

10

20

30

40

50

　粘度指数向上剤としては、ポリメタクリレート系粘度指数向上剤、オレフィン共重合体
系粘度指数向上剤、スチレン－ジエン共重合体系粘度指数向上剤、スチレン－無水マレイ
ン酸エステル共重合体系粘度指数向上剤またはポリアルキルスチレン系粘度指数向上剤等
が挙げられる。これら粘度指数向上剤の重量平均分子量は、通常８００～１，０００，０
００、好ましくは１００，０００～９００，０００である。また、分散型の粘度指数向上
剤であっても良いし、非分散型の粘度指数向上剤であっても良い。
【００５４】
　流動点降下剤としては、例えば、使用する潤滑油基油に適合するポリメタクリレート系
のポリマー等が使用できる。腐食防止剤としては、例えば、ベンゾトリアゾール系、トリ
ルトリアゾール系、チアジアゾール系、またはイミダゾール系化合物等が挙げられる。
【００５５】
　防錆剤としては、例えば、石油スルホネート、アルキルベンゼンスルホネート、ジノニ
ルナフタレンスルホネート、アルケニルコハク酸エステル、または多価アルコールエステ
ル等が挙げられる。
【００５６】
　抗乳化剤としては、例えば、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレ
ンアルキルフェニルエーテル、またはポリオキシエチレンアルキルナフチルエーテル等の
ポリアルキレングリコール系非イオン系界面活性剤等が挙げられる。
【００５７】
　金属不活性化剤としては、例えば、イミダゾリン、ピリミジン誘導体、アルキルチアジ
アゾール、メルカプトベンゾチアゾール、ベンゾトリアゾールまたはその誘導体、１，３
，４－チアジアゾールポリスルフィド、１，３，４－チアジアゾリル－２，５－ビスジア
ルキルジチオカーバメート、２－（アルキルジチオ）ベンゾイミダゾール、またはβ－（
ｏ－カルボキシベンジルチオ）プロピオンニトリル等が挙げられる。
【００５８】
　消泡剤としては、例えば、２５℃における動粘度が０．１～１００ｍｍ２／ｓ未満のシ
リコーンオイル、アルケニルコハク酸誘導体、ポリヒドロキシ脂肪族アルコールと長鎖脂
肪酸のエステル、メチルサリチレートとｏ－ヒドロキシベンジルアルコール等が挙げられ
る。
【００５９】
　これらの添加剤を本発明の潤滑油組成物に含有させる場合には、その含有量は組成物全
量を基準（１００質量％）として、０．０１質量％以上２０質量％以下である。
【００６０】
　（潤滑油組成物の動粘度）
　なお、本発明の潤滑油組成物の４０℃における動粘度に特に制限はないが、上限値とし
ては、好ましくは３０ｍｍ２／ｓ以下、より好ましくは２５ｍｍ２／ｓ以下、さらに好ま
しくは２０ｍｍ２／ｓ以下、特に好ましくは１５ｍｍ２／ｓ以下である。また、下限値と
しては、好ましくは５ｍｍ２／ｓ以上、より好ましくは８ｍｍ２／ｓ以上、特に好ましく
は１０ｍｍ２／ｓ以上である。本発明の潤滑油組成物の４０℃における動粘度が小さすぎ
る場合は、潤滑部位の油膜保持性および蒸発性に問題を生ずるおそれがあり、逆に大きす
ぎる場合は、冷却性の不足をもたらすおそれがある。
【００６１】
　なお、本発明の潤滑油組成物の１００℃における動粘度に特に制限はないが、上限値と
しては、好ましくは７．０ｍｍ２／ｓ以下、より好ましくは５．０ｍｍ２／ｓ以下、さら
に好ましくは４．０ｍｍ２／ｓ以下、特に好ましくは３．５ｍｍ２／ｓ以下、最も好まし
くは３．１ｍｍ２／ｓ以下である。また、下限値としては、好ましくは１．５ｍｍ２／ｓ
以上、より好ましくは２．０ｍｍ２／ｓ以上、特に好ましくは２．５ｍｍ２／ｓ以上であ
る。１００℃における動粘度が小さすぎる場合は、潤滑部位の油膜保持性および蒸発性に
問題を生ずるおそれがあり、逆に大きすぎる場合は、冷却性の不足をもたらすおそれがあ
る。
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【００６２】
　（潤滑油組成物の熱伝達係数）
　なお、本発明の潤滑油組成物の熱伝達係数の下限値は７２０Ｗ／ｍ２・℃以上であるが
、より好ましくは７４０Ｗ／ｍ２・℃以上、さらに好ましくは７５０Ｗ／ｍ２・℃以上、
特に好ましくは７６０Ｗ／ｍ２・℃以上である。熱伝達係数の上限値に特に制限はないが
、好ましくは１０００Ｗ／ｍ２・℃以下、より好ましくは９００Ｗ／ｍ２・℃以下、特に
好ましくは８００Ｗ／ｍ２・℃以下である。熱伝達係数が小さすぎる場合は、変速機用潤
滑油組成物として冷却性が不十分となり、熱伝達係数が大きすぎる場合は、潤滑部位の油
膜保持性および潤滑性に問題を生ずるおそれがある。
【実施例】
【００６３】
　以下、本発明の内容を実施例および比較例によってさらに具体的に説明する。
【００６４】
　（実施例１～２、比較例１～２）
　表１に示す基油を用い、表２に示す組成の本発明の潤滑油組成物（実施例１～２）、比
較用の潤滑油組成物（比較例１～２）をそれぞれ調製した。得られた組成物について、動
粘度（４０℃、１００℃）、および、熱伝達係数を測定し、その結果を表２に併記した。
添加剤は、摩耗防止剤、摩擦調整剤、酸化防止剤等を含有する変速機油用添加剤パッケー
ジを一律３質量％添加した。
【００６５】
【表１】

【００６６】
　表１に示した基油の内容は下記のとおりである。
基油１：ｎ－パラフィン含有油を水素化分解／水素化異性化した鉱油
基油２：ｎ－パラフィン含有油を水素化分解／水素化異性化した鉱油
基油３：溶剤精製鉱油
基油４：水素化分解鉱油
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【表２】

【００６８】
　（熱伝達係数の測定）
　図１の装置を使用し、ヒーター熱量（２５０Ｗ）、冷却水流量（１０００ｍｌ／ｍｉｎ
）および撹拌速度（３００ｒｐｍ）を一定とし、試料油温度が平衡に達したときの潤滑油
と冷却水間の熱伝達係数を下式により求めた。
ｈ＝ｑ／Ａ（Ｔｈ－Ｔｃ）
　ここで、ｈ：熱伝達係数、ｑ：移動熱量、Ｔｈ：潤滑油温度、Ｔｃ：冷却水温度、Ａ：
熱交換面積、である。
【００６９】
　基油の尿素アダクト値が４質量％以下の実施例の組成物は、比較例の組成物に比べ、熱
伝達係数が大きいことが分かった。
【００７０】
　以上、現時点において、もっとも、実践的であり、かつ、好ましいと思われる実施形態
に関連して本発明を説明したが、本発明は、本願明細書中に開示された実施形態に限定さ
れるものではなく、請求の範囲および明細書全体から読み取れる発明の要旨或いは思想に
反しない範囲で適宜変更可能であり、そのような変更を伴う自動車用変速機油組成物およ
びハイブリッド車用変速機油組成物もまた本発明の技術的範囲に包含されるものとして理
解されなければならない。
【図面の簡単な説明】
【００７１】
【図１】熱伝達係数の測定に使用する装置の概念図である。
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